
平成２９年度環日本海学術ネットワーク特定テーマ研究 
「北東アジアの人的交流のあり方」報告書 

 
 富山大学研究推進機構極東地域研究センターでは，「北東アジアの人的交流のあり方」

をテーマに，本年度の調査・研究を行った。富山県は，平成４年にロシア連邦沿海地方

との友好提携を締結しており，平成２９年はその友好２５周年にあたる。こうした背景

のもと，富山県の要望を踏まえ，平成 29 年度環日本海学術ネットワーク特定テーマ研

究支援事業は，特に日露間の人的交流を焦点とした調査・研究を実施することとなった。 
 まず，富山県・沿海地方友好提携２５周年を祝い，平成 29 年度環日本海学術ネット

ワーク特定テーマ研究支援事業の一環として，平成 29 年 11 月 16 日に極東地域研究セ

ンターが主催する富山県・ロシア沿海地方友好 25 周年記念シンポジウムを富山県民会

館にて開催した。ウラジオストク自由港などロシアが極東地域において展開する諸政策

を受けて環日本海交流の新たな可能性を探ることを目的としたシンポジウムであった。 
 このシンポジウムでは，富山県庁を代表して富山県総合政策局国際課萩布彦課長，マ

スコミ界を代表して元毎日新聞モスクワ特派員石郷岡建氏，ビジネス界を代表してロシ

ア NIS 貿易会モスクワ事務所齋藤大輔所長，学界を代表して立教大学観光学部の大橋健

一教授および本センター堀江典生教授が講演を行った。萩布彦課長は，富山県の沿海地

方との交流がどのように発展し，いまどのように位置づけられているか，そして，どの

ような展望があるかについて豊かな資料とともに講演いただいた。石郷岡建氏は，プー

チン大統領の生い立ちから概観し，プーチン大統領がもつ東方志向を明らかにした。ご

自身のロシア体験もふんだんにいれながら，聴講者にもわかりやすい講演をいただいた。

齋藤大輔所長は，我が国の対露ビジネス，特に，ロシア極東ビジネスが新たな段階に入

り，既成概念にとらわれない新たなロシア極東ビジネスへの参加が可能になってきてい

るとして，ロシアが何を求め，何を必要としているかを冷静に捉えた日系スモールビジ

ネスの拡大が今後の課題になっているとの見解を提示した。大橋健一教授は，ベトナム

のニャチャンにおけるロシア人観光の事例研究をもとに，ロシア人観光においては，マ

スツーリズム型リゾート観光に強い需要があり，富山においてもロシア人観光の特徴を

捉えた富山・沿海地方ならではの観光交流のあり方を模索すべきと，示唆した。堀江教

授は，ロシアにおける人のプレゼンスについて，日本人のプレゼンスが他のアジア諸国

に比べ格段に上がることは期待できず，観光による人のプレゼンスに伸び代が期待でき

ること，懸念されている北朝鮮問題に絡んで，ロシアの北朝鮮問題への関与は，ロシア

の東方政策におけるアジアのパートナー多様化の文脈のなかで捉えるべきであり，その

多様化は十分に発展しておらず，北朝鮮労働者受入や北朝鮮への石油輸出も，中国から
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る。こうしたロシア側のビザ発給条件緩和により日本から最も近いウラジオストクへの

観光は，今後より促進できる可能性をもつ。 
 逆に，ロシアからのインバウンド観光については，まだその潜在力を十分に発揮でき

ているとは言えない状況である。2017 年第４四半期の日本へのロシア人観光客数は

9,655 人に留まり，ビザなしで入国できる韓国の 40,576 人から大きく隔たっている状況

である。ロシアは，ロシア欧州部に人口が集中し，観光による人の移動でも，ロシア欧

州部から欧州諸国への流れが太い。一方，アジア諸国へのロシア人観光者の流れは，ビ

ザ発給条件が軽減されている諸国へと流れているといえる。タイやベトナムなどへの観

光に人気があり，前述のコンファレンスにおいて大橋教授が指摘したように，ロシアか

らのマスツーリズム型リゾート観光がベトナムにおいて成立し，そこにロシア人観光ビ

ジネスのコミュニティが形成されている。我が国は，アジアにおいて主要な観光目的地

となっていない現状は，このようにビザ発給要件にも影響されている可能性がある。日

露間でのアウトバウンド・インバウンド両方の観光が発展するためには，日本海を横断

する空路・海路での地方間航路の拡大とビザ発給要件のさらなる緩和が期待されると

ころである。 
 
表 ビザ発給要件とロシア人観光（2017 年第３四半期） 

 
注）* ビザなし **国境限定ビザなし/グループ観光ビザなし ***E-visa 
出所）ТурСтат 
 
 一方，就労目的や就学目的での日露間の人的交流の拡大は，観光に比べ突出したプレ

ゼンスを示すことはない。中国からロシアへ就労目的のために渡航する人数は，労働力

輸出も含むために，ロシアに進出している日本法人からの出向者が中心となる我が国の



ロシアへの就労目的の渡航者は，数的にはプレゼンスを発揮することはできない。

 それでも，日露首脳会談を受けて我が国は８項目の日露経済協力プランを掲げ，今後

ますます日本企業のロシアへの進出は加速されることが期待されている。これ

車，天然資源，インフラ整備を目的とした進出が日

きたが，そうしたビッグビジネスではなく，ロシアの消費市場や生産拠点を求める中小

企業の進出が促進されることが望まれる。特に，これまで人口規模が小さく，消費市場

として規模に限界があると考えられてきたロシア極東地域は，前述のコンファレンスで

斎藤所長が強調したように，中小企業のエントリー地域として適しているとの発想転換

も必要である。 
 我が国の中小企業がロシア極東地域に進出することにおいて躊躇する原因の一つに，

多くの海外企業が進出するロシア欧州部と異なり，ロシア極東地域は市場の質，

質が相対的に劣り，進出先での様々なトラブルを予感させるという認識にある。こうし

た状況を冷静に分析すべく，極東地域研究センターでは，平成

際会議場において，極東地域研究センター主催，

財団法人環日本海経済研究所

シア研究ワークショップ「ビジネス・パートナーとしてのロシア極東地域企業：大規模

企業調査からの示唆」を開催し，こうした課題に取り組んだ。本ワークショップでは，
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ーに迎え，研究成果の意義と示唆について討論を行った。その結果，ロシア極東地域は，

相対的に人口密度も高く，欧州との距離が近く，海外からの企業進出が盛んであると考

えられるロシア北西部と比較し，ロシア企業経営のあり方に統計的に有意な差はあまり

ないことが示唆された。極東ビジネスへの進出において，ロシア極東地域の「市場の質」

や「企業の質」が低いというのは，いわば思い込みであり，ロシアの企業経営は，距離

的に大きく隔たる東西両地域において均質的である。ただし，極東地域の企業経営の問

題として本研究調査が同時に示唆したのは，人口規模，人材不足，市場規模がはやりロ

シア極東地域の方がロシア北西部に比べ顕著であるという点である。それゆえ，本調査

結果からも，ロシア極東地域を，中小企業にとってエントリー地域として捉える我が国

の企業の発想転換の必要性が，示唆された。 
 平成 29 年度環日本海学術ネットワーク特定テーマ研究支援事業としては，さらにロ

シアにおける人の移動研究において拠点の役割を果たしているロシア科学アカデミー

社会政治研究所およびモスクワ国際関係

大学と協力し，セルゲイ・リャザンツェ

フ教授（ロシア科学アカデミー社会政治

研究所所長）を含むロシアおよびタジキ

スタンの研究者 4 名を迎え，ロシアの人

の移動に関するワークショップを富山大

学経済学部において平成 30 年 3 月２日に

開催した。ロシアの東方政策における移

民政策の動向，ロシア極東地域における

国内人口移動，ロシアで就労するタジク

労働移民の現状などが討議され，人の移

動研究および日露間の人的交流の促進に

向けた研究の協力を極東地域研究センタ

ーとロシア科学アカデミー社会政治研究

所およびモスクワ国際関係大学との間で

行っていくことが確認された。 
  

 
 


